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1.はじめに

大震災後の各地企業の事業早期再j耳目立自社のみの問題に間まらず、地域の窪IEI.復興に欠かせない要件である。

そのためには、企業における訪災診断システムの早急な確立とその実践{とが求められている。すなわち、企業が

大震災に見舞われたl訟に、地震対第在行っているか、いないかで回復の状況が変わってくる〈地震対策がしっか

り出来ているなら、初期被-f与を最小限に指iえ、スム甲町ズな復!日、売と高の凹f誌を早めて、結果的に地域の握興に

も貢献することが出来る J この考えそ中小企業の経営者たちに理解してもらう為lこは、 より E主体的なデータそ提

示する必要がある。

本研究は、資金的にも限界があり、費用が掛かる対策在イ

れだけ経常に影響するかという具体的な金額在提ノボすることで地震に対し切て現実的にri'ijさ'合ってもらい、いち早

く回復できるよう;こするためのシスチームを構築するとともに、 このシステムをお手軽に活用じていただけるレベル

;こI高f玄flニ・実践fこさせること在日的とする。

本報は、防災力Jを把揮し対策在進める rp小企業を対象とした詰災診断システム手法が有効であるかどうかを、

企業の経営者..f詰災担当者lこ対して調査した結果である。
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国 1 防災診断ブローチャート

2. s，志iii診断システム

民lは防災診断のブローチャートをノr;したものである。想定した地震の震度から敷地の地盤状況、建物の竣了、

時期、構造、企業の詳細な防災情報を踏まえて、建物被害あるいは売上高被害額を算出し、地震対策の寝穴順位

を決定した上で、地震対策を実施寸るという流れである。 こうした?J11れに対jおする手法としてよス 7j;;す 5つ

の簡易な評ll[Jj手法が開発されたっ

①簡易防災カルテ ②簡易建物診新 ③構造，仕上げ・家具.f十器'生産設備類の簡易被害予測

{否経営的被害の簡易予測 (吾被害ItI減対東マネジメント
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3.調査開饗

企業の防災力の実態を把握する「防災カルテ、 liu'I!占化を見る「建物診断 j と、防災診断システムの有効性lこ

関する仁ピ{識アンケート iの 3つの調査をヒアリングにより調査する。

期間はエjZ成 22{i‘12月~平成 24年 3月、方法はヒアリングによる問答、対象者は企業の経営者もしくは防

災担当者、配布数は 60社で、 [tJ11又Z容は 100%であった，、

ふ結果の擁護

4.1 自答企業の諜要

回収した企業の資本金は、 10億円以l:Jが 33%と最も多く、次いで、 11 千万円~~~. 5千万円」が 27%となり、小争

中・大企業がほぼ 1/3 ずつの割合である。従業員数につし、ては、 1500 人以 f~._iが 42'Yo、次いで 1300 ，~. 499人」

が 15~X~l 、 i 20'~ 49人」がは%で、比較的事業規模が大きい。業種は、i製造業」が 45!)tJで、次いで Iサービス業

18%、 「建設業j 10%。ール

4.2 手法に対する評髄

各種の手法;こ対する言F-fffiそ間いてみたところ、間?rこ示すとおりである。防災診断システムで診断が可能かど

うかについては、戸できる J (35 C)()、「できない~ 4%、1!1ff題あり j796で、多くは診断TJ能としているが、「分か

らない一も 24?'bであった。

簡易坊災カルテが役に立っかどうかについては、「役に立つ i78W)、i-iQ(，こ立たなし '_j 2!X)で、防災カルテにつ

いても評価されてし、る。(罰 3)

また、!?ゴ易!耐震診断につし、ても、役に立つ j72 S~() 、 I{をに立たない j 2 ?~;でほぼ防災カルテと同様の問答であった 1

1)1お災診断怒iで診析が可能かっ
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図2 防災診断の評髄
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図3 1玲災カルテの評価

民方、簡易被害予測の必要9i生については、一建物構造 J 761?{)で最も高く、次いで「家具・イ十器 170%、「生

産設鯖 j57%、戸内装仕上げ J 5?% と続き、「必要なし l とするものは 7~/6で{まとんど見られないη

経営的な被害額予測も 85~1;の多くの企業が必要としている( (図 4)
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日経営的被議額の予測は?
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図5 被害低減対策マネジメント 図6 3!訪日jなら防災診断を

の評価 受付てもよいか

被害低減対策マネジメントの評価については、|煎料fJ:ら受けるJ45'?{)、「受けるつもりはなし、J35'3S、「多少

の費用なら受ける 18%、「費用を出しでも受ける J2f?/[)となって、半数以上は{Ikl泊費用ならマネジメントを受

けたいと考えている。(図 5)

また、無料なら簡易防災診断を受けてもよし、かの質問に対しては、「は:し、 j477()、「いし、え j539tJとなってほぼ半々

になっているc そこで企業規模別にみると、「受けたいlとする企業は、大企業で 40%、小企業で 57?1[)となって、

お干小企業の与が受けたいとする傾向は強いが、必ずしも事業規模だけの問題で「受ける、受けなし、!の判断を

してしもるわけではない)(rm G) 

4.3 企業の防災対簸状況

才くに、防災カルテによる調査から、現在実施されている防災対策状況を考察するつ

!時災カルテによる調査項目は、経営資源である[ひと φ もの・力ネー情報Jlこ基づいて!人的訓練j I人的対第J

I物的現状J í 物的対策J 金室長J 情報」の 6 項目で計 74 の設!羽から構成される。評価は 4 段階評価(O ~3

壌で、ポイントの値がi吉Iい(まど防災力が高いことを示している。

例えば、!人的対策4 については i医療品の常嬬ーや「非常時の役割分;もがそれぞれ 2'7ポイントで評価点

が高いが、 i行政との復旧支援の協議」については O且9ポイントとまだまだ対応ができていない状況にある。

国7は6項目のそれぞれの評師値を企業別にレーダーチャートで、ノJ'したものである(企業によって大きな違

し、があることがわかるc

これを平均舘としてみると、最も対奈が進んでいるのが「物的対策J?J)ポイントで、次いで「人的訓練J1.7， I人

的対策 I1β、「物的現状J1.5、「情報J1.4の!顕であるハ「金銭1.2~こ関してはまだまだ対策ができてし、ない状

況である。(関 8)
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図7 各企業の~VJ~力 (n = 54) 図8 企業防災力の、)Z均値

5‘まとめ

今問、資金の溜ìF~でない qJ 小企業でも簡易に費用のかからない方法で地震防災力をま!Z師、できる 5 つの手;よそ

開発した〉鶴男知災カルテ、簡易建物診断、構造・仕上げ・家具・什器命生産設満額の鵠易被害予測、経営的

被害の簡易予測、被害低減対第マ:午、ジメントについてそれぞれ、活用の口;右包牲を経営者もしくは防災担当者に

評制してもらう形で質問している p

主な結果は以下の通りであるわ

-簡易防災診断システム;、ヶついては、概ね診断が可能である0

.iLぢ災力ルテについては役立つ J

・簡易建物診断についても役立つ〈

市経営的被害予測はした方が良いっ

ー被害低減対策のためのマネジメントにつl'γどは 6:!Fl強の企業が受けたいとしている。しかし、各手法の有効性

は多くの企業が認めつつも、!無料なら防災診断システムを受けてもよい」とするものが半数以下に弘Jまり、

それぞれの企業の事情があることが明らかとなっ

・(f::"業の防災jlは、事業規模や業務によって遣いがあるが、一般的には!もの」、(ひとJに関しては比較的進ん

でいるが、特に|カネ」に唱する対策がまだまだ進んでいないといえる。
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